
１．歳入 (単位：円）

区分 金額

令和４年度国の補正予算分（通常分） 18,339,000

令和４年度国の予備費分

（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援分）
337,258,999

（うち低所得世帯支援分） (177,871,999)

計 355,597,999

２．歳出 (単位：円）

区分 金額

原油価格高騰対策

　・農業者、中小企業等に対するエネルギー価格

    高騰対策

52,219,152

コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等

への支援

　・低所得世帯、子育て世帯等に対する支援
　・福祉施設等に対するエネルギー価格高騰対策
  ・地域公共交通に対する支援　等

301,796,807

防災・減災、国土強靭化の推進、外交・安全保障環境

の変化への対応など、国民の安全・安心の確保

　・ウィズコロナ下での感染症対応の強化

1,582,040

計 355,597,999

令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績



No 事業の名称 事業の概要 担当課 事業期間

　原油価格高騰対策 52,364,615 52,219,152

1
農業経営者に対する原
油等価格対策支援金給
付事業

原油等の価格高騰の影響を受けている市内農業
経営者（農業法人含む）に対し、燃料等に係る経
費の一部を支援することにより農業経営への影
響緩和を図るため、市独自の支援金を支給する
もの。

農政課 R5.8～R6.3 5,110,564 5,110,564

【実施内容】
原油や光熱費などの価格高騰の影響を受けている市内農業者（農業法人を含む）に対し。燃料等
に係る経費の一部を対象に、支援金5,100,000円（60件分）を給付した。（区分に応じ、5万円/10万
円/20万円）

【事業費】
支援金：5,100,000円
事務費：10,564円

【事業の効果】
エネルギー価格高騰の影響を受けている農業者に対して支援を行ことができた。

2
事業者等に対する原油
等価格対策支援金給付
事業

原油等の価格高騰の影響を受けている事業者等
に対し、原油や光熱費に係る経費の一部を支援
することにより、事業者等の事業継続への影響緩
和を図るため、市独自の支援金を支給するもの。

商工課 R5.8～R6.3 47,254,051 47,108,588

【実施内容】
原油や光熱費などの価格高騰の影響を受けている市内事業者に対し、燃料等の経費の一部を対
象に、支援金45,650,000円（471件分）を給付した。（区分に応じ、5万円/10万円/20万円）

【事業費】
支援金：45,650,000円
事務費等：1,604,051円

【事業の効果】
ランニングコストに係る物価高騰分の一部に対して支援を行うことで、事業者の負担軽減につなが
り、市内事業者の事業継続に寄与することができた。

実施状況・効果区分
総事業費
（決算額）

交付金
充当額



No 事業の名称 事業の概要 担当課 事業期間

　コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 312,239,017 301,796,807

1
食料品等価格高騰重点
支援給付金給付事業

コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に直面し、家計への影響が大きい住民
税非課税世帯に対し、1世帯3万円の給付金を支
給するもの。

地域福祉課 R5.8～R6.1 177,871,999 177,871,999

【実施内容】
支給対象となる5,476世帯に給付金を給付した。

【事業費】
給付金：164,280,000円
事務費：13,591,999円

【事業の効果】
物価高騰の影響が大きい住民税非課税世帯への迅速な給付により、家計負担の軽減につながっ
た。

2
公共交通事業継続支援
事業

新型コロナウイルス感染症の影響と燃料費の高
騰により、多重に影響を受けている地域公共交通
事業者に対し、運行継続に係る支援金を交付す
るもの。また、路線バスの利用促進を図るための
バスチケットを市内小中高生に配布し、路線バス
の需要の拡大と将来的な需要の創出につなげ、
公共交通事業者の事業継続を支援するもの。

政策室 R5.7～R5.12 7,484,267 7,484,267

【実施内容】
申請のあった公共交通事業者（バス６社・タクシー５社）に対し、支援金を支給した。

【事業費】
支援金：5,025,220円
事務費等：2,459,047円

【事業の効果】
支援金の支給により、市内の公共交通機関の運航継続に寄与するとともに、将来的なバス利用者
に対する公共交通の利用促進を図ることができた。

3
よしかわくらしサポート
商品券給付事業

コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた住民税均等割のみ課
税の低所得世帯に対し、1世帯2万円の市独自の
商品券を支給するもの。

地域福祉課 R5.9～R6.3 26,137,440 26,137,440

【実施内容】
支給対象となる1,230世帯に商品券を支給した。

【事業費】
商品券利用交付金：23,579,000円
事務費等：2,558,440円

【事業の効果】
物価高騰の影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯への商品券支給により、家計負担の軽減に
つながった。

4
こども未来応援商品券
給付金事業

コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた子育て世帯に対し、市
独自の商品券を支給するもの。

子育て支援課 R5.9～R6.3 41,936,133 41,936,133

【実施内容】
支給対象となる児童に対し、商品券66,794枚（1枚500円）を支給した。

【事業費】
商品券利用交付金33,397,000円
事務費等：8,539,133円

【事業の効果】
物価高騰の影響が大きい子育て世帯への商品券支給により、家計負担の軽減につながった。

区分
総事業費
（決算額）

交付金
充当額

実施状況・効果



No 事業の名称 事業の概要 担当課 事業期間
区分

総事業費
（決算額）

交付金
充当額

実施状況・効果

5
福祉施設等事業継続支
援金給付事業

コロナ禍で感染症拡大防止対策を講じるなか、燃
油価格・物価高騰によるさらなる経費の増大が生
じている市内の福祉施設等に対して、事業の継
続を支援するもの。

障がい福祉課
保育幼稚園課
長寿支援課

R5.8～R5.11 15,899,790 15,899,790

【実施内容】
障がい福祉施設（19事業所）に対し、支援金2,840,000円を支給した。
保育所や幼稚園等（31施設）に対し、支援金6,450,000円を支給した。
高齢者福祉施設（41法人）に対し、支援金6,600,000円を支給した。

【事業費】
支援金：15,890,000円
事務費：9,790円

【事業の効果】
支援金の支給により、各施設の健全な事業継続につながった。

6 学校給食栄養管理事業

コロナ禍において、原油価格・物価高騰により学
校給食の食材費が増加しているため、各家庭か
ら徴収する給食費で不足する給食食材を市が購
入するもの。

教育総務課 R5.5～R6.3 39,310,407 28,988,407

【実施内容】
小中学校における給食食材購入の物価高騰分を市で負担した。

【事業費】
給食食材高騰分：42,840,461円
うち小中学校児童生徒分：39,310,407円
（うち交付金充当額：28,988,407円）

【事業の効果】
保護者負担を増やすことなく、栄養バランスや量を保った給食を提供できたことから、子育て世帯の
家計負担の軽減につながった。

7 教育費負担軽減事業

コロナ禍において、物価高騰等により家庭におけ
る教育費の負担感の増加が見込まれる中、経済
的理由で就学が困難と認められる準要保護世帯
及び特別支援教育就学奨励費補助金受給世帯
（区分1の世帯）のうち、国の給付金の対象となら
ない世帯に対し、市独自の給付金を給付するも
の。

教育総務課 R5.8～R6.3 3,598,981 3,478,771

【実施内容】
対象世帯（小学校126人、中学校53人、合計：179人）に対し、児童・生徒1人あたり2万円の給付金を
給付した。

【事業費】
給付金：3,580,000円
事務費：18,981円

【事業の効果】
物価高騰の影響が大きい準要保護世帯等への給付金給付により、家計負担の軽減につながった。



No 事業の名称 事業の概要 担当課 事業期間

1,582,040 1,582,040

1
コロナワクチン接種会
場移動支援事業

　新型コロナウイルスワクチン集団接種会場へ行
くことが困難な要介護者や障がい者等の交通手
段を確保するもの。

健康増進課 R5.8～R6.2 1,582,040 1,582,040

【実施内容】
新型コロナウイルスワクチン集団接種会場へ行くことが困難な要介護者等の交通手段として移動
支援用のタクシーを借り上げ、送迎を実施した。

【事業費】
タクシー借上料：1,582,040円

【事業の効果】
要介護者等の移動支援を行うことで、ワクチン接種促進につながった。

実施状況・効果

　防災・減災、国土強靭化の推進、外交・安全保障環境の変化への対応
など、国民の安全・安心の確保

区分
総事業費
（決算額）

交付金
充当額


